
 1 

 

 

住宅火災から大切な生命を守るため、消防法
が改正され一般住宅に住宅用火災警報器の設
置が義務付けられました。 
 
 
 

 
 
 

住宅火災の死者の約７０％が逃げ遅れによるものです 
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消防法改正に至った背景消防法改正に至った背景

** これまでの住宅防火対策は広報・普及啓発活動中心これまでの住宅防火対策は広報・普及啓発活動中心

* * 本来個人の住宅は法的規制がなく自己責任の分野本来個人の住宅は法的規制がなく自己責任の分野

** 建物火災による死者の約９割が住宅で死亡建物火災による死者の約９割が住宅で死亡

** １７年振りに住宅での死者が１０００人を超えた１７年振りに住宅での死者が１０００人を超えた

** 就寝時間帯の死者が４２％を占める就寝時間帯の死者が４２％を占める

** 逃げ遅れによるものが約７割と圧倒的に多い逃げ遅れによるものが約７割と圧倒的に多い

** 米国や英国の事例（普及率＝死者数の減少効果大）米国や英国の事例（普及率＝死者数の減少効果大）

消防法令の概要（法的根拠）消防法令の概要（法的根拠）

消防法第９条の２消防法第９条の２ （平成１６年６月２日法律第６５号）（平成１６年６月２日法律第６５号）

消防法施行令第５条の６～第５条の９消防法施行令第５条の６～第５条の９ （平成１６年１０月２７日政令第３２５号）（平成１６年１０月２７日政令第３２５号）

三郷市火災予防条例三郷市火災予防条例 （平成１７年３月２９日条例第１５号）（平成１７年３月２９日条例第１５号）

住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の制定に関する住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の制定に関する
基準を定める省令基準を定める省令 （平成１６年１１月２６日総務省令第１３８号）（平成１６年１１月２６日総務省令第１３８号）

住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備に係る技術上の住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備に係る技術上の
規格を定める省令規格を定める省令 （平成（平成1717年年11月月2525日総務省令第１１号）日総務省令第１１号）

関連法規関連法規
火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令

（昭和５６年自治省令第１７号）（昭和５６年自治省令第１７号）

中継器に係る技術上の規格を定める省令中継器に係る技術上の規格を定める省令（昭和５６年自治省令第１８号）（昭和５６年自治省令第１８号）

受信機に係る技術上の規格を定める省令受信機に係る技術上の規格を定める省令（昭和５６年自治省令第１９号）（昭和５６年自治省令第１９号）

建築基準法第２条第４号及び建築基準法施行令第１３条の３第１号建築基準法第２条第４号及び建築基準法施行令第１３条の３第１号
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住宅用火災警報器の設置基準 
 
 

 
新築の住宅      平成１８年６月１日 から設置が必要です。 

 

既存の住宅      平成２０年６月１日 から設置が必要です。 
 
 
 
 
 設置・維持義務者     住宅の居住者又は所有者若しくは管理者  

 
 
 

 

設置が必要な住宅とは、戸建専用住宅、店舗併用住宅又は共同住
宅等であって、その住居部分が該当します。 

その住宅部分の寝室に設置が必要です。 

（共同住宅等で自動火災報知設備の感知器等がある場所は除かれます） 
 
 
  

 

 
設置すべき機器        または 

 
 

 
 

住宅用防災警報器とは、火災の煙を感知し、住宅内部の人に警報を
発する機器であり、感知部及び警報部が一つの機器内部に構成されたも
の。（電池式やコンセント式のものがあります） 

住宅用防災報知設備とは、感知器、中継器、受信機及び補助警報装
置から構成される警報設備であり、火災の煙を自動的に感知し、火災信
号を受信機に送信し、火災の発生場所の表示及び警報を行う設備。（自動
火災報知設備と同様なもの） 

いつから 

誰が 

どこに 

住宅用警報器の種類 

住宅用防災警報器 

住宅用防災報知設備 
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住宅用防災警報器の『単独型』と『連動型』 
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火災警報器には『電池タイプ』と『家庭用電源タイプ』があり、誰で
も簡単に取り付けることができます。 
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住宅用防災報知設備 
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   すべての場所に設置できます。 

 
      

 廊下にだけ設置することが 
できます。 

 
※ 火災警報器等の感知方式は逃げ遅れ防止に有効な煙式のものに限定
され、イオン化式のものは設置場所を廊下に限定される。 

 

※ 台所等で煙が発生し易く煙感知方式では誤発報がある場合は、定温       
 式住宅用火災警報器等の熱感知方式のものを用いることもできます。 

 

光電式住宅用防災警報器とは 
警報器内に一定濃度以上の煙が入ることによる光の変化により作動す 

るもの。（発光部と受光部があり、煙の粒子に光が反射した反射光を検出
する） 

 

イオン化式住宅用防災警報器とは 
警報器内に一定濃度以上の煙が入ることによるイオン電流の変化によ

り作動するもの。（電極間にイオン電流を発生させ、流れるイオン電流の
変化を検出）微量の放射性物質が使用されているため法令で定められた
特別の廃棄処理が必要です、必ず販売店にご相談ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

光電式住宅用防災警報器 
光電式スポット型感知器 

イオン化式住宅用防災警報器 
イオン化式スポット型感知器 
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基本的な部分 

・就寝する部屋の天井または壁（例示参照） 

・就寝する部屋のある階（通常1階は除く）の階段踊り場の天井 

又は壁 （例示参照） 

 

その他火災予防上特に必要とされる部分 

・3階建て以上の場合の階段への付加設置（例示参照） 

・就寝する部屋のない階で居室が多い場合の廊下等への付加設置 

（例示参照）  

例示 

普段寝ている部屋に設置する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設置場所 
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普段寝ている部屋のある階（通常1階は除く）の階段に設置する。 
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３階以上に就寝する居室がある場合は二つ下(1 階)の階段部分にも
設置する。（3階以上の建物に該当するため３階の例示とした） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 

３階建以上で１階だけに就寝する居室があり最上階（３階）に居室が
ある場合はその階（３階）の階段部分にも設置する。（3階以上の建物に
該当するため３階の例示とした） 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 11 

前４号の基準により住宅用警報器が設置されていない階に７㎡（４畳
半）以上の居室が５以上ある階の次の場所に設置する。 

ア 廊下 
イ ２階以上の階で廊下がない場合はその階の階段の天井等の部分  
ウ １階で廊下がない場合は階段の１階天井等の部分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 市民は台所等設置義務のない部分でも火災発生のおそれが認め 
られる場所への設置に努めることとされています。 
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設置位置 
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・スプリンクラー設備の標示温度 75度以下で 60秒以内に作動する閉
鎖型ヘッドが設置されている場合。 

  

・自動火災報知設備の感知器が必要とする部分に設置されている場合。 
 
・ 共同住宅用自動火災報知設備、住戸用自動火災報知設備及び共同住

宅用スプリンクラー設備が設置されている場合。 
（平成19年 4月 1日から） 
 
 
 
 

※ 住宅用防災警報器に関する相談・問合せは下記相談室または、 
三郷市消防本部予防課予防係まで！ ０４８－９５２－１２１６ 

 

記 

＊ 住宅用火災警報器相談室 ０１２０－５６５－９１１ 
   月～金曜までの9時～17時（昼休み除く）日本火災報知機工業会 
 

＊ 消費者相談室 ０３－３５９３－３０７７ 
10時～12時、13時～16時（土日祝日を除く）日本消防検定協会 

以上 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

設置の免除 

相談・問合せ 


